
・算定式中の（１－現価率）はいわば減価率を求めるということで償却や減額分につなが

ることになります。原価法による建物価格は、単に推建費×現価率×延べ面積ですから間

違い文です。

・取得価格を取引事例比較法によって求めるのは建物の種類、品質、使用の程度等相違点

が大きくこの原価法により求めるのが現実的でしょう。

・原価法による用語、算定式等下記に参考まで。

（損失補償基準）

（建物その他の工作物の取得に係る補償）

第１６条近傍同種の建物その他の工作物の取引の事例がない場合においては、前条の規定

にかかわらず、取得する建物その他の工作物に対しては、当該建物その他の工作物の推定

再建設費を、取得時までの経過年数及び維持保存の状況に応じて減価した額をもって補償

するものとする。

（補償基準細則）

第４ 基準第１６条（建物その他の工作物の取得に係る補償）は、次により処理する。

１ 建物の取得補償額は、次式により算定した額に、経過年数に比し腐朽破損の著しいも

の又は修繕等により改装したもの、維持保存の程度が良好なもの等、それぞれの建物の状

況に応じて相当と認める額を増減して得た額によるものとする。

延べ面積１平方メートル当たり推定再建築費×現価率×建物の延べ面積

現価率別表第１（木造建物現価率表）及び第２（非木造建物現価率表）による。

２ 工作物の取得補償額は、建物の場合に準じて算定するものとする。

（国交省資料から）


